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日本との対立抗争 
 

－オランダのディレンマ 1904～1941 年－ 
 

ヘルマン・Th・ブッセマーカー 
 
初稿1 
 
1. はじめに 
 
 極東におけるオランダのプレゼンスは、コリネリス・デ・ハウトマン（Cornelis de 
Houtman） 船長がジャワ西部のバンタムに、3 隻の商船を率いて辿り着いた 1569 年に

まで遡る。その結果として互いに競争する多数の貿易会社が設立されたが、これらは

1602 年には、オランダ政府によってオランダ東インド会社（VOC: Verenigde 
Oost-Indische Compagnie）として一体化された。オランダ東インド会社には、モルッ

カ諸島と東南アジアに所在するその他すべてのイスラム教諸国との間で独占的に貿易を

行う権限が与えられ、瞬く間に現在のインドから日本にかけて多くの商館や交易所

（factorijen）を展開する一大通商帝国に発展した。日本における商館は、はじめ平戸に

置かれたが、1641 年には長崎港の出島に移され、1853 年に日本が開国するまで利用さ

れた2。 
 オランダ東インド会社はあたかも国家であるかのように振る舞うことができる権限を

オランダ政府から付与されており、オランダ政府の介入を受けることなしに宣戦を布告

し、和平交渉を行い、貿易協定を締結することができた。オランダ東インド会社は、そ

の財産を要塞と守備隊で護るとともに戦闘用の艦隊を維持していた。1619 年以来、主基

地とされたのはバタビア（現在のジャカルタ）の要塞であった。歴代の総督は、その勇

猛さと主人への忠誠心の故に、バタビア要塞を守備するために好んで日本人兵士を雇っ

ていた3。将軍が鎖国令を発した 1637 年以降になると、このような庸兵の供給は途絶え

                                                      
1 2008 年 9 月 18 日、防衛研究所の主催で、第二次世界大戦における連合国の対日戦略を主題とし

て東京で開催された戦争史研究国際フォーラムのために準備された原稿である。これは作業ペーパ

ーであることに留意されたい。筆者の了承なしにこのままの形で論評を加え、あるいは引用するこ

とは遠慮されたい。 
2 H.Th. Bussemaker, “Paradise in Peril: Western Colonial Power and Japanese expansion in 
South-East Asia, 1904-1941, ” Dissertation, Amsterdam University, 2001, 598. 参照。 
3 クーン（J.P. Coen）総督は、1628 年にアムステルダムの上官に対して、賞賛をこめて「日本人

傭兵は悪魔のように戦う」と書き送っている。同上、598, note 2793 参照。 
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た。オランダ東インド会社はその影響力が及ぶ範囲を逐次拡大し、やがてジャワの大部

分、スマトラの一部、マレー半島、ボルネオとセレベスの一部、さらにはモルッカ諸島

全域にまで及ぶようになった4。1813 年に至って、これらの領土はオランダの国家当局

によって継承され、その主権が及ぶ範囲を次第に現在インドネシアと呼ばれている島嶼

全域にまで拡大していった。1903 年に終結したアチェ（Aceh）での戦争と、最後の軍

事遠征となった 1906 年のバリ遠征で、オランダ領東インド植民地は、最終的境界線に

到達した。1871 年に英国との間で締結された条約と、ポルトガルとの条約で、ボルネオ、

ニューギニア、およびチモールの陸上境界線が確定した。 
 5000 キロ以上にわたって四つの時刻帯にまたがるこの広大な帝国は、オランダのよう

な中規模国家がその防衛を適切に全うするにはあまりにも巨大であった。19 世紀におい

ては、当時の超大国であった英国が欧州大陸におけるフランスの帝国主義的野心に対抗

するために、強力なオランダを維持することに関心を持っており、オランダがその独立

を維持するために極東植民地においてフリーハンドを持つべきであると考えていたこと

から、問題が持ち上がることはなかった。これらすべてのことが変わったのは、ドイツ

と日本が勃興する19世紀の終りであった。ドイツ帝国の封じ込めが至上命令となって、

1902 年には英国東方艦隊をアジアから引き揚げて北海に振り向けることが可能になる

よう、英国が日本との間に条約を締結するに至ったのである。 
 オランダ東インド会社の商船リーフデ号が4月19日に九州の臼杵港に到着した1600
年以来、オランダは日本との間で友好関係を維持していた。1600 年 10 月 21 日、日本

の内戦を決した関ヶ原の戦いでは、リーフデ号の備砲が重要な役割を果たした5。日本が

開国した 1853 年以降通商関係が緊密化し、オランダ領東インドへも日本人の移民が行

われた。1895 年に制定されたオランダの法律では、これらの日本人住民はヨーロッパ人

住民と等しくみなされたが、植民地に居住する日本人住民に対してまでそのような特典

を認めたのは西欧国家としてオランダが最初であった。このように良好であった関係に

変化が生じたのは、日露戦争で日本がロシアに対して勝利した1905年のことであった。

日本は一夜にして世界の強国に名を連ねたが、後に第一次世界大戦で明らかになったよ

うに、その時点では西側に与することとなった。 
 英国が意図したのと同様に、オランダも19世紀中には欧州の同盟に参加しなかった。

1839 年におけるベルギーの失陥は、欧州政治の局外に立とうとするオランダの願望をさ

らに強めることとなった。ドイツの勃興を受けて、大英帝国とフランスの間で勢力均衡

                                                      
4 Robert Cribb, “Historical Atlas of Indonesia,” Richmond, 2000, page 89.および後続ページ参

照。 
5 A.C.D. de Graeff:, Van Vriend tot vijand – de betrekkingen tussen Nederlandsch-Indie en 
Japan, Elsevier Amsterdam 1945, 13, 14. を参照されたい。 
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を図るというオランダの政策は、世紀末には厳正な中立を追求するという方向に切り替

えられたが、それは歴代オランダ政府を戦略的苦境に陥れた。その一方で、ドイツの統

一が実現された 1871 年以降ドイツとの貿易が急速に拡大し、ロッテルダムはドイツの

輸出入における主たる窓口となっていた。19 世紀末に戦われた第二次ボーア戦争は、オ

ランダ民衆の間に強い反英感情を生み出した。しかしながら、英国が依然として「万里

の波濤を制している」が故に、英独間で紛争が生起した場合、ドイツとの同盟はオラン

ダ領東インドを喪失するという結果をもたらしかねないと考えられていた。他方、大英

帝国との同盟を図ればオランダによる東インド領有が引き続き保証されるが、将来英独

戦争が勃発した場合には、ほぼ間違いなくドイツによるオランダ本国への侵攻が行われ、

場合によっては占領に至ると考えられた。オランダは板挟みにあり、厳密な中立を維持

することが唯一とり得る道と考えた。これは 1939 年に欧州戦争が勃発するまで望まし

い政策であったが、このようなオランダの政策は広大な帝国領土の防衛に対するオラン

ダの戦略に広範囲にわたって影響を与えた。 
 
2. ポートランドからワシントンまで 1905-1922 
 
 日露戦争は 1905 年に米国のポーツマスで締結された条約をもって終わりを告げ、日

本は世界の強国に名を連ねた。アジア国家の勝利というニュースは極東の多くのバザー

ルを旋風のように駆け抜け、アジアのすべての西欧植民地における民族運動の基盤を打

立てる推進力となった。ブディ・ウトモ（Budi Utomo）は、オランダ領東インドにお

けるこのような民族運動の嚆矢となるものであり、さらに過激な運動がこれに続いた。 
 1905 年以降、日本は極東オランダ領にとって最も危険な存在と見なされるようになっ

た。日本は 1902 年に締結された日英同盟協約―これは 1911 年に 10 年延長された

―によって牽制されていた。しかしながら、すでに不吉な前兆が現れており、オラン

ダの支配層は日本を大いに警戒するようになっていた。20 世紀初頭の 10 年間、オラン

ダはオランダ領東インドに大規模で高い練度を持つ植民地軍を保有しており、30 年にわ

たる血まみれの戦いの後にアチェ人を征服したばかりであった。当時のオランダ海軍は、

6 隻の海防戦艦と 7 隻の装甲巡洋艦からなる比較的強力な戦隊をオランダ領東インドに

維持していたが、これは当時の日本海軍に対しても、純防衛的な役割において引けをと

らないものであった。オランダの艦隊戦略は「リスク戦略」であった。それは、日本側

が優勢な艦隊を保有しているとしても、オランダ領東インドに最も近接した海軍基地（佐

世保）でさえ、オランダ領の列島線から 5,000 キロ以上離れていることを考慮せざるを

得ないという事実に基礎を置くものであった。戦闘艦が損傷を被ると、損傷状態のまま

後送するか、さもなければ放棄せざるを得なくなるのである。 



ブッセマーカー 日本との対立抗争 

71 

 オランダ領東インドには重大な損傷を被った戦艦を修理できるような港湾設備がなか

ったために、これは防衛する側のオランダ艦隊にもいえることであった。本国は 20,000
キロメートル以上離れており、その途中にオランダの基地は全く存在していなかった。

ただ、1815 年以来、オランダ艦隊の東インド戦隊は、いかなることがあろうとも最後の

1 隻になるまで侵略者に対して戦い続けるものとされていたため、オランダ海軍からす

ればこれが制約要件になるとは考えられていなかった。このような暗黙の前提は必ずし

も戦略の一部として明確化されていなかったが、大部分のオランダ海軍軍人が「あるべ

き姿として」心に描いていたものだった。侵略者である日本に対して、ジャワの海戦で

オランダ戦隊が全滅するまで戦った真の理由はこの暗黙の前提にあった6。 
 「フィッシャー革命」はオランダ人を困惑させることとなった。信頼性のある形で「リ

スク戦略」を実行しようとするならば、オランダにはドレッドノートのような戦艦が必

要であったが、彼らは自国の港湾施設でそのような強力な戦艦を建造するには至ってい

なかった。30 年代中期に至るまで、オランダの海軍当局はきわめて小規模な海軍スタッ

フしか保持しておらず、専門的能力の面でも、また知的能力の面でも、あらゆるタイプ

の新型戦闘艦艇や、技術革新によって実現可能となる航空機、魚雷戦術、重巡洋艦、無

線通信といった各種戦術を受け入れて研究を行う能力を持ち合わせていなかった7。外国

海軍を調査する海軍武官の派遣も行われておらず、全体として見ると、海軍の首脳陣は

オランダ海軍が海洋を支配していた時代の過去の栄光の下で安住していたのである。自

己学習を遂げることができる組織を欠いていたオランダ海軍当局は、「委員会」を設置す

ることでこれらの問題の解決を図ろうと試みたが、その進捗は緩慢で、時には無用な、

また時には相矛盾する提言がなされた8。 
 1912 年になると、極東の艦艇が急速に博物館ものになりつつあることが苦痛を持って

認められるようになった。そこで、オランダ政府は 1912 年に国設委員会として極東陸

海軍についての評価を行い、オランダ領東インドの防衛に関してとるべき措置をオラン

ダ政府に提言する軍事諮問委員会を設置した。その報告がなされたのは 1913 年 5 月 21
日であり、その際、はじめて最も可能性の高い仮想敵として日本に言及した。この委員

会は5隻の作戦可能な艦艇を中核とする強力な海軍兵力を極東に配置するように提言し

                                                      
6 H. Th. Bussemaker, op.cit., 333－334． 
7 30 年代に至るまで、海軍のスタッフは少数の士官と多数の書記官からなっていた。これについ

ては、G.J.A. Raven, “A summary of the development of Netherlands Naval Organization,” in 
Revue Internationale d’Historei, Militaire no 58 (1984), 161. を参照されたい。 
8 これらの委員会とその様々な提言についての興味深い議論については、Teitler, “The Dutch East 
Indies – an outline of its military history,” in Revue Internationale d’Historie Militaire no 58 
(1984), 140-144.を参照されたい。 
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た9。この提言は政府によって受け入れられた。オランダの造船所はその時点ではそのよ

うな大型艦を建造できる能力を備えておらず、またオランダには鋼鉄加工設備が無かっ

た。そのため、ドイツ、英国、およびイタリアの造船工場から支援艦が持ち込まれた。

第一次世界大戦が始まると、オランダ政府はプロジェクトをキャンセルした。オランダ

の小規模な海軍スタッフには国際的な視野が欠けており、例えば米国やスウェーデン、

スペインと言った国で戦闘艦を建造する代替案を考えることも無かった。もう一つの可

能性はトルコが 1914 年に行ったように、既成艦を買収することであった10。しかしなが

ら、当時の小規模な海軍スタッフの間ではさしたる緊急性が感じられることは無かった。

後から考えると、その当時有能な海軍スタッフを持っていなかったことが、結果として

第一次世界大戦終結時の古色蒼然たる艦隊となり、さらには 1942 年のオランダ領東イ

ンドの失陥をもたらすことになったともいえる。 
 その結果、第一次世界大戦終了後に厭戦気分と平和万能主義が蔓延し、オランダ共産

党が勢力を拡大し続ける中で、新たな艦隊建設計画を作り上げてゆかざるを得なくなっ

た。日本は、戦艦 8 隻、巡洋戦艦 8 隻からなる八八艦隊計画を採用した。新たに設置さ

れたゴーセンス（Gooszens）委員会は、1920 年に巡洋艦 4 隻、駆逐艦 24 隻、潜水艦

32 隻、および魚雷を主兵装とする水上機 72 機からなる 14 個飛行中隊によって構成さ

れる軽快な海軍を提案した。これは、防衛の主力として砲戦力を主体とする艦艇を持た

ない、世界でも他に例をみない艦隊計画であった。また、この計画は日本による侵略に

対して国際連盟による支援―アングロ・サクソンの戦闘艦を派遣する―が行われる

ことを、その前提としていた。この過去に例を見ない性質の提案は海軍自体の中でも意

見の分裂をもたらし、多くの者が重巡洋艦を欠くことに反対を唱えた。海軍の指導部が

政治家たちに売り込むための一貫した戦略を採ることを妨げた原因は、充分な海軍スタ

ッフが存在していないことであった。異なった戦略を信奉する者たちの間で、海軍内部

で共倒れ的な抗争が戦われたために、政治的な支持は薄弱なものとなり、1922 年の艦隊

法案は 1923 年の議会において 1 票差で否決され、結局、新たな艦艇建造は行われない

ことになった。 
 艦隊法案の議会承認が求められたのが 1921年 11月から 1922年 2 月にかけてのワシ

ントン海軍軍縮会議に重なったという意味で、きわめて不幸な時期であった。この会議

の最終的な目的は、この時期に大国間で極めて高くつく軍備競争が始まっていたことを

踏まえて、戦艦の建造に制限を課すことであった。会議に招請された勢力は、現に新し

                                                      
9 A. van Dijk, “The drawingboard Battleships for the Royal Netherlands Navy,” Warship 
International, 25-4 (1988), 354-361. Part Ⅱ. Warship International, 26-1 (1989), 30-35. 
10 トルコ政府はアームストロング・ホイットワース社から、27,000 トンのブラジル戦艦リオデジ

ャネイロを買収した。日本海軍は 1910 年まで、同じ造船所に多くの戦闘艦艇を発注した。 
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い戦艦の建造計画を持っている国のみであった。オランダは野心的な建艦計画を持ち合

わせていなかったために、この会議には招請されなかった。とはいえ、オランダが極東

に大規模な植民地を保持していたことから、オランダ政府はこの会議の政治的部門への

招請を得ることに成功した。ワシントン海軍軍縮条約（五カ国条約：署名国は米国、大

英帝国、日本、フランス、およびイタリア）では、当然のこととして、これらの国が以

後 15 年間にわたって保有できる戦艦数が制限されるとともに、シンガポールを例外と

して、極東における艦隊基地の建設を認めないこととされた。1922 年 2 月 4 日に米国、

大英帝国、フランス、および日本の署名によって成立した四カ国条約は、純政治的な文

書であって、四カ国が極東に保有するそれぞれの領土を尊重することに同意するという

ものであった。1902 年以来の日英同盟に正式に終止符を打ったのはこの条約であり、こ

れによって、フィリピンに対する日本の脅威が取り除かれるとともに、以後 10 年間に

わたって極東の安定が確保されることとなった。オランダの代表団は極東のオランダ領

に対する条約署名国による保証を取り付けることに成功した。その結果として、米国、

英国、フランス、および日本の使節が、1922 年 2 月 6 日ハーグにおいて、この条約に

添付される四つの付属書をオランダ政府に送達した。 
 オランダにとって最も重要な文言は、日本が送達した付属書に記載された次の記述で

ある。 
オランダは本条約の署名国ではなく、太平洋地域に所在するオランダ領土はこの

条約による合意の対象となるものではないが、日本国政府はこの条約の精神に反

するどのような結論に対してもこれを防止することに深甚の配慮を払うものであ

って、太平洋地域に所在する島嶼領土とのかかわりにおいて、オランダの権利を

尊重すべきことを断固たる決意をもって宣言することを欲するものである11。 
 明らかに、日本政府は東南アジアにおけるオランダ領の不可侵性を尊重しており、そ

のうえ、保証措置には時間的な制限が附されていた訳ではなかった（四カ国条約は 10
年間の期限付きであった）。上記の文言については、30 年代後半を通じて、オランダの

外交当局によって何度も注意喚起がなされることとなった。 
 ワシントン会議におけるプレゼンスがオランダにもたらしたもう一つの副産物は、英

国代表団との非公式会談の中で、「オランダ領東インドは大英帝国にとっても極めて重要

であって、英国は他の勢力がインド諸島を掌握することを決して許さない」という強調

が英国よりなされたことであった。例えそれがオランダの同意に基づいてなされた場合

であっても、英国海軍による介入が行われるというのである。英国代表団は英国首相の

ロイド・ジョージと海軍大臣のフェアハム・リー（Arthur Lee of Fareham）を首班と

                                                      
11 H. Th. Bussemaker, op.cit., 96． 
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するものであった。とはいえ、これは秘密裏になされた保証であって、英蘭両国政府以

外にまで知られるものではなかった。しかしながら、これは来るべき日本の侵略に対す

る安全保障に関して、オランダに誤った感触を持たせることになったのである。 
 オランダ議会による艦隊法案の否決―これはワシントン海軍軍縮条約に起因する

ものであった―はオランダの国防当局にとって苦い経験となったが、オランダ領東イ

ンドの安全保障に対して直ちに悪影響が生じることはなかった。そのため、オランダの

海軍当局では極めて必要性の高い組織改革が見送られ、旧態依然たる組織がそのまま温

存されることとなった。 
 
3. 寄生的な防衛戦略 1922-1937 
 
 艦隊法案の否決は、結果的にオランダ海軍には長期的な建艦計画が存在しないという

状況をつくり出したために、代替艦艇の建造は毎年の予算案に逐次組み込まれてゆくこ

とになった。そこで、艦艇の代替が予算に組み込まれるか否かについては、オランダ政

府財政の健全さに依存することになった。その結果としてもたらされたのは、いわゆる

「財政計画の産物」としての艦隊であった。艦隊の規模について言えば、極東における

オランダ領土の一体性を確保するという海軍の戦略はもはや問題にならず、財政政策の

情けにすがる以外になかったのである。これはオランダ領東インドの防衛体制の基本を

定めるものとして 1927 年 3 月 18 日に公布された国王令に明確な形で反映されている。 
 ここで規定されている国防政策の基本（Defensiegrondslagen）では、ジャワ本島の

防衛と一体性維持に関しては、蘭印軍（略称 KNIL: Koninklijk Nederlands-Indisch 
Leger）が責任を負うこととされた。オランダ海軍（略称 KM: Koninklijk Marine）
は、ジャワ以外の領域の安全保障に関して責任を負うこととされた。このような責任を

どの程度実行できるかは、議会の決定に基づいて配分される財政資源と人的資源に左右

された。そのうえ、艦隊が基地として保有しているのは蘭印軍が守備するスラバヤのみ

であった。そのため、スラバヤは陸軍少将によって指揮される世界唯一の本格的艦隊基

地となった。 
 国防の基本を定めた最後の文言は、「オランダ領東インドが戦禍に巻き込まれた場合に

は、外部からの支援を期待しつつ、我が領土を占領しようとする試みに対して、投入可

能な全防衛兵力をもってあらゆる手だてを尽くして抵抗する」と規定していた12。 
 したがって、オランダ領東インドの安全保障は不確かな援助に依存するものとなって

いた。自ら課した財政的制約の故に、オランダは彼らの植民地の将来を、想定される侵

                                                      
12 H. Th. Bussemaker, op.cit., 352． 
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略者の能力ではなしに、潜在的同盟者―アングロサクソン―の好意に賭けたのであ

る。これに加えて、オランダの対外政策が厳密な中立性を追求するものであったために、

あらかじめ同盟関係を構築するということもできなかった。 
 無論、同盟の対象として第一に考えられるのは大英帝国であった。これについては、

先にワシントン会議における両国の代表団の間で交わされた非公式のやり取りに触れた。

以来、1936 年に至るまでの外交と軍事に関する資料からは、このような高いレベルでの

接触は明るみに出てこない。そこで、我々は国防の基本において国外からの支援という

文言を組み入れた議論の根底には、オランダ領東インドの安全保障に対する英国の態度

についてのオランダ側の理解があると想定しなければならない。英国が強力な海軍基地

をシンガポールに建設しているという周知の知識もまた、日本の攻撃を受けた場合、英

国が植民地の隣人を見捨てることはしないであろうという思い込みをオランダに抱かせ

ることとなった。しかし、それは単なる思いこみでしかなかった。 
 30 年代始めの大恐慌は、オランダにとっては特に厳しいものであった。1936 年まで

金本位制を維持し続けて国際市場におけるオランダ商品の価格競争力を失わせるという、

当時のオランダ内閣の財政的保守性のために、回復には他の諸国以上の年数を要するこ

ととなった。ギルダーはオランダ領東インドの正貨でもあったために、収益を上げてい

た農産物の輸出が半分以下になって、植民地は本国以上の惨禍を蒙った。均衡予算がほ

とんど神聖にして犯すべからざる原則になっていたために、オランダ本国とオランダ領

東インド（1902 年以降財政面では本国から独立した存在となっていた）は、いずれも、

それぞれの防衛に充当する年間予算を劇的に削減せざるを得なくなった。その結果とし

て、艦艇の新造や兵器の新規調達が中止されたうえに、軍隊の給与も切り下げられる。

給与の切り下げが通告されると深刻な士気の低下―特に海軍において―が生じた。 
 1933年1月にオランダ政府が再度の給与引き下げを告示した結果、1933年2月3日、

スラバヤの海軍基地でヨーロッパ人水兵 400 名余りが命令に服従することを拒否した。

1933 年 2 月 3 日には現地職員がこの反抗に従った。海軍の基地指揮官はこの騒動を鎮

圧するために、恥を忍んで蘭印軍の守備隊から兵士を呼ばざるを得なくなった。翌日に

は、当時北スマトラのオレレ（Olehleh）泊地にあった、オランダ領東インド海軍の最

強艦艇である海防戦艦デ・ゼーヴェン・プロビンシェン（DE ZEVEN PROVINCIEN）

で暴動が発生した。この艦艇には欧州人 141 名と現地人 252 名が乗り組んでいた。叛乱

を起こした者たちは士官たちを制圧して蒸気を上げ、はっきりした目標を持たぬままに

スラバヤに向けて出港した。この艦はオランダ海軍の戦隊でも最大の艦艇で最も重装備

であったために、戦隊の他の艦艇をもってしてはこれを阻止することが不可能であった。

しかしながら、この艦が対空砲を搭載していなかったことから、水上機の行動範囲に入

るとドルニエ水上機が 50 キロ爆弾を投下し、これが艦橋に命中して水兵 19 名―首謀
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者たちである―を死亡させ、18 名に負傷を負わせた。叛乱を起こした者たちはやがて

投降し、裁判にかけられた。乗り組み士官はすべて、軍法会議にかけられた上で判決が

下された。身柄を拘束された 164 名の反乱者はすべて懲役刑が宣告された。この叛乱事

件とオランダ領東インドで高まりを見せつつあった民族運動との間には直接的なつなが

りは生まれなかったが、現地人水兵の選別要領が改善され、欧州人水兵と現地人水兵の

給与格差の縮小が図られた13。現地人水兵の方が安くついたために、艦艇乗組員におけ

る現地人比率は 50 パーセント以上に達していた。これは逐次 30 パーセント程度にまで

抑制されていった。叛乱は恥ずべき出来事であったが、結果的に欧州人と現地人を併せ

た水兵全般の待遇改善と規律の向上をもたらした。海軍が拡張を開始した1937年以降、

以上の過程を経て士気の向上が実現され、対日戦争時には深刻な事態が生起することは

なくなった。 
 この出来事が予期せぬ形でもたらした結果は、航空戦力が戦闘艦艇に対して及ぼす効

果が正しく認識されるようになったことであった。結果的に戦闘艦艇に対する空爆の命

中率―とりわけ水平爆撃の場合―が極端に過大視されることとなった。そこで、蘭

印軍の陸軍航空隊は、爆撃機の追加取得を要求するために水上機による爆撃成果を積極

的に利用し、我々が見るところ応分の成果を上げた。第二次世界大戦が始まると、艦艇

に対する水平爆撃による爆弾の命中率は予測されたほど高くないことが次第に明らかと

なった。あらゆる確率に照らして、叛乱を起こした艦艇に単機による爆撃が命中したの

は極めて幸運なまぐれあたりであったが、その当時はそれが認識されることはなかった

14。 
 30 年代の始め、国際政治の雲行きは悪化の一途をたどっていた。1931 年 9 月 18 日、

満洲事変が起き、日本が満州全域を占領するに至ったが、この時期に日本は国際連盟か

ら脱退した。1933 年 1 月にはナチス党がドイツの政権を掌握し、再軍備が開始された。

1935 年にはイタリアがエチオピアを侵略した。中国における日本の領土侵害は西欧諸国

を敵に回す結果となった。民主主義諸国はあちこちで高まりを見せる脅威への対応に手

間取っていた。1936 年にはスペイン内戦によって民主主義諸国およびソ連邦と、ヨーロ

ッパの全体主義専制国家との争いが始まった。極東における決定的瞬間は、1937 年 7
月7日に盧溝橋で起こった事件とそれに引き続いて1937年8月13日に始まった上海事

変に端を発する日中戦争の開始であった。西欧諸国の目から見れば、彼らの極東植民地

がもはや安全ではなくなったことは明らかであった。 

                                                      
13人事面の改善措置については、G.J.A. Raven, “A short history of Netherlands Naval 
Personnel,” in Revue Internationale d’Histoire Militaire,” 58 (1985), 178, 182. を併せて参照さ

れたい。 
14 H. Th. Bussemaker, op.cit., 353-355. 
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 大英帝国のスタッフは、日本が当時オランダの統治下にあったリアウ諸島に侵攻する

ことを決意すれば、シンガポールの防衛が危うくなることをすぐに認識するようになっ

た。しかしながら、英国政府はオランダが如何に中立に執着するかを承知しており、オ

ランダ政府にアプローチしてもどうにもならないことがよくわかっていた15。とはいえ、

英国側との接触を試みたのはオランダの方であった。外の世界にはあまり知られていな

いことであるが、英国側の 3 人の武官とハーグで会談を行うための取り纏めを行ったの

は、オランダ首相の側であった。コライン（Colijn）は 1936 年 4 月 4 日に英国の駐在

武官（A.C.M. Paris 陸軍少佐）と会談し、4 月 29 日には空軍武官（H.N. Thornton 空
軍大佐）、1936 年 5 月 11 日には海軍武官（C.F. Hamill 海軍大佐）と会談を持った。三

者はすべて、それぞれが属する幕僚組織に対して会談の内容を報告した。1936 年の夏、

コラインは休暇でロンドンに滞在中、英国内閣の閣僚と非公式に面会した。しかしなが

ら、これらの隠密裏の活動がもたらした結果はきわめて否定的なものであった。英国の

参謀長会議（COS）は、内閣に対して、英国の軍事的手段が置かれている惨めな状態か

らして、どのような形であれ、オランダに対して秘密裏の保証を与えることは不可能で

あると伝えた。イーデン外相がコラインに対してこの件を個人的に伝え、コラインはワ

シントン会議の際にロイド・ジョージとリー海軍大将が請け合ったことはもはや期待で

きなくなっており、オランダ領東インドの防衛に関してはオランダのみが取り残されて

いるという正しい結論に到達した。コライン自身はシンガポールが英国の新聞報道が示

唆しているような難攻不落の要塞ではないことに気づいていたが、自分が気づいたこと

をオランダ政府の他のメンバーと共有しなかった。コラインと英国政府との間で秘密裏

に行われたやりとりが明るみに出たのは、英国の歴史的文書が公開された 80 年代以降

のことであった16。 
 大恐慌がもたらした財政的制約は、オランダ海軍ほどではないが、蘭印軍にも悪影響

を及ぼすこととなった。1830 年に創設されて以来、蘭印軍には、ジャワを侵入者から防

衛することと、オランダ領東インド全域で平和と秩序を維持するという、二重の任務が

課されていた。前者は純粋に防衛的な任務であり、後者は攻勢的な任務であった。19 世

紀のほぼ全期間を通じて、蘭印軍はオランダ領東インドの外周部に位置する島々で戦争

を遂行し、武力抵抗を制圧してきたところであり、1873 年から 1904 年にかけてのアチ

ェ（Aceh）戦争における血まみれの勝利はその成果の最たるものであった。外部からの

侵略者に対してオランダ領東インド全域の一体性を維持するというのは、このような二

重任務に含まれるものではなかった。蘭印軍が保持する程度の部隊規模で一体性を確保

するというには、列島の広がりはあまりにも大きく、それ故に、この任務はジャワ本島

                                                      
15 H. Th. Bussemaker, op.cit., 206. 
16 H. Th. Bussemaker, ibid., 207-214. 
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に至る途中で敵の輸送部隊を撃沈するという付加的任務と併せて、オランダ海軍に振り

当てざるを得なかった。そこで、二つの軍種の任務と責任について整合が図られること

となったが、この二つは大きな相違を持つものであった。二つの軍種の間には相互不信

があり、両者は手に入る限りの貧弱な財政資源をめぐる競争相手であったが、互いに依

存し合う関係だったのである。 
 蘭印軍は、徴兵制によらず、最低限6年の勤務契約を結んだ職業的兵士を基盤とする、

志願兵からなる職業的軍隊であった。兵員のおよそ 3 分の 2 は現地人であった。アチェ

戦争末期の 1900 年の時点で、蘭印軍には 9,100 人のオランダ人に加えて、その他のヨ

ーロッパ人（主としてドイツ人）6,200 人、および現地人兵士 15,700 人が在籍していた。

その後 10 年の間にかなりの程度に達したヨーロッパ人兵士の減少分について、現地人

兵士の数を増加させることで埋め合わせが行われたが、これは同時に経費削減の意味合

いも持っていた。蘭印軍の兵力規模は比較的安定しており、以後は 35,000 人から 39,000
人の水準で推移することとなった。1939 年の時点で、蘭印軍には約 1,300 名の将校が在

籍していたが、オランダ人とユーラシア人が圧倒的多数を占めていた。兵員についてみ

ると、約 7,000 人がヨーロッパ人もしくはユーラシア人、14,000 人がジャワ人、9,000
人がアンボン人とメナド人であり、約 3,000 人の兵士がその他のインドネシア人であっ

た。ヨーロッパ人とユーラシア人は下士官集団の主体をなしていた。 
 1916 年に徴兵制が導入されたが、これはオランダ領東インドに居住するオランダ人の

みを対象とするものであった。この制度は戦時になっても高々数千名程度の徴兵を陸軍

に送り込んだだけであったが、これはオランダ人人口の規模がごく限られていたためで

ある（1941 年の時点で、約 320,000 人）。インドネシア人を対象とする徴兵制度が何度

も議論されたが、オランダ領東インド政府は徴兵登録の動きを阻止するために財政と兵

站についての議論を持ち出すのが常であった。インドネシア人人口の規模が膨大なもの

であったために（1941 年の時点で 6,500 万人）、最終的には毎年 40 万人の若者を訓練

し、装備することが可能になると考えられた。しかしながら、現地人を対象とした徴兵

制度が導入されなかった主たる理由は政治的なものであった。オランダ政府は民族主義

勢力との間で政治的な妥協がなされない限り、このような大量の武装現地人の存在は、

安全保障上のリスクをもたらすことになるという恐れをもっていたのである。しかしな

がら、結果的には侵入者との戦闘の矛先がオランダ領東インドのヨーロッパ人居住者に

全面的に向かってくる一方で、現地住民は消極的な傍観者として終始した。 
 蘭印軍は 1870－71 年の普仏戦争におけるプロシアの成功を受けて、1873 年にはプロ

シアのモデルにならって参謀本部を設置した。これはオランダの本国陸軍や海軍に相当

する幕僚組織が設置される遥か以前のことであった。将校の訓練はオランダ本国のブレ

ダ（Breda）に置かれていた王立士官学校で実施され、選抜された将校はさらにハーグ
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（hague）の陸軍大学に送られた。これらの組織はいずれも専門的将校に指導されてお

り、1936 年に至るまでオランダ海軍には欠けていた知的能力を蘭印軍の幕僚将校に対し

てもたらした。 
 蘭印軍の基本単位となったのは 4 個歩兵中隊からなる大隊であり、同時代のヨーロッ

パの陸軍よりも大きな編成であった。このように人的戦力が増強されているために、こ

の大隊編成は辺境地帯でも使い勝手が良く、大抵の場合は大隊が最大規模の編成となっ

ていた。役畜が大々的に用いられていたために、この大隊は路外でも極めて機動性に富

むものであった。ジャワ以外の島々の大部分には道路も鉄道もなかったために、これは

必須の前提条件であった。ジャワの蘭印軍師団 3 個を基幹として軍編成がとられたのは

1922 年のことであったが、軍隊としての文化と大部分の将校の考え方は、依然として小

規模な大隊のレベルにとらわれたままであった。とはいえ、蘭印軍は騎兵連隊と砲兵連

隊を保有する職業的軍隊であり、1912 年以降はML（Militaire Luchtvaart）と呼称さ

れる陸軍航空隊をも併設することとなった。また、30 年代には戦車を保有するようにな

った。したがって、蘭印軍は間違いなく警察軍ではなかったのである。 
 1935 年以降、激しい論争を引き起こしたのは陸軍航空隊（ML）であった。近代的な

戦略陸上爆撃機が備えている能力は、爆撃機によって外縁部の島々を防衛することを可

能にするものであった。蘭印軍の参謀本部は、陸上爆撃機は 1927 年に定められた国防

の基本で外縁部の島々の防衛に任じることとされているオランダ海軍に対抗するための

切り札になるという結論に達した。無論のこと、オランダ海軍の側でもこれを受けて立

つこととなった。しかしながら、極東における国際情勢の悪化に鑑み、軍事的能力の強

化が必要であるとの決定を最終的に下すこととなったのは、オランダ本国内閣であった。

1936 年 12 月 15 日、コライン首相はグレン・マーチンB-10 型重爆撃機 39 機を取得す

るために補正予算を組むと声明した。これはオランダ海軍駆逐艦 3 隻に相当する、かな

りの投資規模であった。当時、米国政府がより高性能の爆撃機（B-17 型フライング・フ

ォートレス）をすでに保有していたためにB-10 型の輸出が許可されたのであって、B-10
型はすでに時代遅れになっていたと論評する向きもあったが、オランダ政府は大した問

題もなく調達を承認した。海軍ではなしに蘭印軍に属する陸軍航空隊（ML）を増強す

るというこの決定には、コラインが英国側と行った秘密会談が何らかの形で寄与してい

たことは間違いないと思われる。 
 爆撃機の調達は15年に及ぶ耐乏時代の終わりを告げる出来事であった。1937年以降、

オランダは蘭印軍とオランダ領東インド所在オランダ海軍部隊の段階的増強に着手した。

1941 年に至る 4 年間でも、オランダ領東インドの防衛についてはアングロサクソン同

盟による善意の支援に期待するという、オランダの依存性に終止符が打たれることには

ならなかったが、少なくともオランダ政府が防衛支出の増額を実現して「寄生的な」防
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衛戦略の時代から抜け出しつつあったことは確かなのである。 
 
4. 再軍備：その計画と優先順位 1937-1941 
 
 オランダ海軍はデ・ゼーヴェン・プロビンシェンの叛乱事件の後に、いくつかの組織

改革に手をつけた。叛乱事件に先立つ 1922 年にはハーグに海軍大学を設立したが、海

軍大学の陣容を整えるまでには多少の時間を要した。オランダ海軍は、海軍大学の創設

を重視するという点では当時の列国海軍の中で最も立ち遅れた存在であったが、他の国

の海軍大学と同様に、この組織は速やかに海軍戦略と戦術上の問題を扱うシンクタンク

へと発展していった。1930 年にフルストナー（J.Th. Furstner）大佐（当時）が校長に

補職されると、この動きが一段と加速されることとなった。フルストナーは教養に富む

人物であり、優れた組織能力を備えていた。彼は 1936 年に海軍中将に昇進し、依然と

してごく小さな組織であった海軍参謀本部の長となった。彼はその優れた能力をもって、

前任者たちが成し遂げられなかった問題、すなわち「現代戦に適応した組織を目指して

オランダ海軍の近代化を図るとともにその文化を変容させ、士気の高揚を図ること」が

急務であると認識した。彼の助けとなったのは、東インド戦隊司令官の職にヘルフリヒ

（C.L. Helfrich）中将が指名されたことであった。ヘルフリヒは艦隊における士気の問

題をいち早く報告した提督であった。 
 フルストナーは前任者たちが達成できなかったことを実現した。それはオランダ海軍

が重砲搭載艦（巡洋艦）と水雷艦艇（駆逐艦と潜水艦）に加えて、強力な海軍航空隊（MLD: 
Marine-Luchtvaartdienst）を持つ均整のとれた艦隊（バランスドフリート）の概念を

導入したことである。彼はその迫力に富む人格をもって、それまで 15 年にわたってオ

ランダ海軍のイメージを損なってきた内部諸党派による論争に終止符を打った。彼は自

分が何を望んでいるかをよく承知していたが、そのことによって政党や議会との取引が

以前に比べてはるかに容易なものとなった。彼の海軍軍令部は戦略・戦術両面の概念に

基づいて新型艦艇を設計し、各種の作戦ドクトリンを新たに開発した。それは一部には

彼の前任者たちが準備した基盤の上に構築されたものであったが、また別の一部を見る

と、新しい概念によるものもあった。次に、主な発展をもう一度辿ってみよう。 
 彼が最初に目標としたのは作戦情報であった。30 年代に重大な懸念の対象となってい

たのは戦略的奇襲（coup de main）を蒙る可能性であり、上陸部隊を伴う敵艦隊が奇襲

により戦略的要地の港湾を攻撃ないしは占領することであった。古典的な事例は 1898
年 5 月 1 日にデューイ（George Dewey）准将指揮下の米国アジア艦隊がマニラ湾に出

現し、スペイン艦隊を撃破してマニラを占領したケースである。日露戦争中にロシア戦

隊が対馬に向かう途上で列島線を通過した際には、ロシアによる戦略的奇襲を回避する
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ために、オランダ海軍はサバンやアンボンといった給炭所の防備強化を迫られて多大の

苦痛を味わうこととなった。日本について見ると、艦艇ボイラー用燃料としても直接使

える原油の輸出港であるタラカン（Tarakan）に対して日本の帝国海軍が戦略的奇襲を

加えるのではないかという恐れが持たれていた。これ以外にも、脆弱な港湾としてメナ

ド（Menado）、テルナト（Ternate）、およびアンボン（Ambon）があった。そこで、

オランダ海軍はジャワ海へのアクセスを与えることになるカリマタ（Karimata）とマ

カッサル（Macassar）海峡を経由するシーレーンに特別な考慮を払いつつ、北方から列

島線に進入する際の入り口となる海峡をカバーする水上機基地のネットワークを発展さ

せた。大型のドルニエ Do-24 型飛行艇は、当時のオランダにとっての AWACS であり、

これらの飛行艇による哨戒活動は、オランダが奇襲を被ることがないようにするという

意味で、かなりの保証をもたらすこととなった。 
 このシーレーンはオランダ潜水艦による哨戒海域でもあった。彼らが最終的な目標と

して目指したのは、日本の戦闘艦艇ではなく、これに随伴する地上部隊の輸送船に雷撃

を加えることであった。オランダはかなりの規模の潜水艦隊を保有しており、それらの

潜水艦には、例えば潜航中にディーゼルエンジンを使用することを可能にする吸気筒と

いうような先端的技術が取り入れられていた。1937 年以降、オランダはこの装置を自国

の潜水艦に装備していたのである17。また、彼らはほとんど気泡を出さない魚雷を開発

しており、潜水艦と指揮所との間の無線通信についても大きな進歩を実現していた。こ

れは直ちに、1939 年から 1941 年にかけて試みられた群狼戦術の開発に繋がることとな

った。船団攻撃に際して、一人の駆逐艦隊指揮官が 2 隻ないし 4 隻の潜水艦を指揮する

ことが可能になった。もう一つの戦術開発は沿岸海域での攻撃であった。オランダ潜水

艦は上陸が想定される海岸に近接する輸送船に忍び寄るのを常套手段にしていた。この

戦術の成果が証明されたのは、1941 年 12 月 9 日、オランダ潜水艦O-16 がタイのパタ

ニ沖で日本の輸送船 4 隻に雷撃を加えた際であった。もう一つの成果は、無線通信によ

って潜水艦と飛行艇の緊密な協同を実現したことであり、潜水艦が敵艦艇に可能な限り

接近できるように飛行艇による誘導を実施することが可能になった。 
 二つ目の戦術開発は、夜間作戦を大いに重視したことであった。この面では、オラン

ダ海軍はレーダーが導入される前の西欧海軍の中ではユニークな存在で、これと同程度

に夜間戦闘を追求したのは日本帝国海軍のみであった。オランダ領東インド戦隊の巡洋

艦と駆逐艦は、比較的優秀な探照灯技術と列島海域についての豊富な知識を活用して、

この種の行動を行うように訓練されていた。潜水艦乗員もまた、夜間攻撃の訓練を受け

ていた。そのため、ドールマン提督（Admiraal Doorman）は、ジャワの海戦に際して、

                                                      
17 J.J.A. Wijn, “Shipbuilding and Strategy,” Revue Internationale d’Histoire Militaire, 58 
(1985), 216. 
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躊躇うことなく巡洋艦を夜間攻撃に投入したのである。 
 駆逐艦と軽巡洋艦の中間的艦種として嚮導駆逐艦を開発した海軍は、フランス海軍と

オランダ海軍のみであった。これは比較的強力な主砲と魚雷兵装を高速力と組み合わせ

ることで、駆逐艦戦隊による魚雷攻撃の戦闘に立つことができるようにした艦種であっ

た。オランダは開戦時にこの種の艦艇を 2 隻保有していた。 
 最後に、オランダ海軍は航空機による艦艇攻撃の危険性に対しても充分な注意を払っ

ていた。オランダ戦隊の近代化された艦艇は、すべて砲安定装置を持つボフォース型の

40 ミリ連装対空機関砲と統合化された射撃指揮装置を装備しており、これによって、こ

れらの艦艇は長距離航空機に対して恐るべき対抗能力を備えていた。アメリカ海軍でさ

え、オランダ艦艇のハゼメイヤ（Hazemeijer）射撃指揮システムをコピーしたほどであ

る。オランダ領東インドの戦闘において、オランダの大型艦艇は航空攻撃では 1 隻も失

われていないのである。 
 ともあれ、戦争が始まった時点で、オランダ海軍は自らに課せられた膨大な任務に対

して戦力不足ではあったものの、小規模ながら高度の専門的能力を備えた、比較的近代

化された海軍となっていた。戦闘に際しては高い士気が維持されていた。士気を沮喪し

た 30 年代初期海軍からの驚くべき回復が実現されたのは、主として 2 人の人物、すな

わちフルストナーとヘルフリヒ両提督によるものであった。 
 フルストナーと彼の若いスタッフたちは、アジア海域における海軍力での劣勢という

問題とも格闘していた。彼らは悪化の一途をたどる国際情勢からも助けを得ようとした。

1938 年 9 月のミュンヘン協定で英国とフランスがファシストの専制者に屈してチェコ

スロバキアを見捨てたことは、オランダの政府と新聞に対しても大きな衝撃を与えるこ

ととなった。オランダは国防の基礎において見積もられていた以上に、長い時間にわた

って独りで戦い続けざるを得なくなるということが認識されるようになった。新聞と一

部政党は、より大型の重砲搭載艦を要求する声を上げ、フルストナーは機会が目前にあ

ることを嗅ぎつけた。その頃竣工したばかりであったドイツの巡洋戦艦グナイゼナウ

（GNEISENAU）に類似した 3 隻の巡洋戦艦の設計仕様の取りまとめにあたる技術委

員会の活動が開始された。政治的後援者が獲得され、技術委員会にはフランス、ドイツ、

およびイタリアから情報が入り始めていた。フランス海軍の幕僚部はダンケルク

（DUNKERQUE）級戦艦について厳しい保全措置を講じていた。ドイツは支援を約束

したが、結局これは得られなかった。これは、彼らの巡洋戦艦の最大排水量が、標準と

されていた 26,000 トンではなく、32,000 トンに近いことについて世界の海軍コミュニ

ティーを誤魔化していたためであった。もう少し役に立ったのはイタリアであり、彼ら

は、技術委員会に対してリットリオ（LTTTIRIO）級戦艦を建造中であった造船所を訪

問する許可を与えた。委員会は完成状態に近付いていた戦艦ヴィットーリオ・ベネト
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（VITTORIO VENETO）への乗艦許可を与えられたほどであった。イタリア側は極め

て協力的であると同時にドイツ海軍の艦艇建造状況についてもよく承知しており、ドイ

ツ側からそれまでに直接受け取っていた以上の、ドイツにおける艦艇建造の内幕に関す

る情報をオランダに提供した。その成果となったのが、3 隻の高速かつ重装備の 29,000
トン型巡洋戦艦（満載排水量 32,000 トン）の設計仕様書であり、これは 1940 年 4 月

10 日に議会に送達された。1940 年 5 月 10 日のドイツによる侵攻は、この巡洋戦艦建

造計画の終わりを告げることとなった。 
 これら 3 隻の巡洋戦艦は、日本海軍の高速戦艦である金剛級 4 隻を圧倒することを目

的として設計されたものである。速度と装甲防御における優越は、1 対 1 の対戦では日

本側のカウンターパートを圧倒することを可能にするものであった。作戦行動距離

4,000 海里というのは、これらの巡洋戦艦が日本の船舶航路全般を脅かすことを意図し

たものではなく、南シナ海とその隣接海域を作戦海域として考慮していることを示すも

のであった。これでも判るように、そのような設計は 6 年の遅きに失したのである。 
 ここで、陸軍の再軍備にも目を向けてみよう。これまでに見てきたように、蘭印軍航

空隊、すなわち陸軍航空隊では、爆撃機勢力の拡大が図られたために、その規模におい

てかなりの増勢が実現された。最初の発注に続いて、グレン・マーチン社に対して何度

も追加発注がなされ、蘭印軍航空隊は 9 個爆撃飛行中隊総計 117 機の勢力を擁するまで

になった。しかしながら、ここでも予期せぬ衝撃が陸軍の戦略想定を襲うこととなった。

1939 年に広東を占領するために日本が南シナ海のバイアス湾（白耶士：Bias-Bay）で

実施した水陸両用上陸作戦がこれであった。2 個師団が投入された作戦で発揮された卓

越した能力と作戦スピードは、日本陸軍がジャワ中部に上陸してこの島を分断し、蘭印

軍陸上部隊が反撃のために集中することを可能とする鉄道交通線を切断できるだけの手

段と両用作戦の経験を持ち合わせていることを示すものであった。この結論は、1940
年早々には各大隊が機動に際して鉄道に依存する度合いを減らすために、大規模な自動

車化、機械化を推進するという、蘭印軍ドクトリンとして実を結ぶこととなった。1939
年のポーランドと 1940 年のフランスでドイツの装甲部隊と機械化部隊が成功裏に実施

した軍事作戦について、蘭印軍の参謀本部で踏み込んだ分析が実施された。軽戦車を保

有していた蘭印軍は 1938 年以来、すでにジャワの地形で運用実験を行っていた。これ

らすべてのことが 1940 年に発令された蘭印軍の再編成につながっていった。ジャワは

それぞれ 5,000人程度の兵力を擁する 6個独立機械化旅団によって防衛することとされ

ていた。それらの旅団はドイツの装甲連隊に酷似したものであった。これら 6 個の機械

化旅団は、2 個が西部ジャワ、2 個が中部ジャワ、2 個が東部ジャワというように、ジャ

ワ地区に均等に配置されていた。日本による侵入が起きた場合、1 個機械化旅団以上の

勢力で橋頭保に向けて進撃し、上陸直後の敵部隊を撃滅し、蘭印軍航空隊爆撃機による
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持続的攻撃をもってこれを支援することとされた。ジャワにはこれらの機甲部隊による

機動を可能にする、良好な舗装道路のネットワークがあった。しかしながら、この計画

がもたらすことになる結果については、ごくわずかな考慮しか払われていなかった。

1942 年には、蘭印軍の全大隊が完全に自動車化されていたが、その結果として路外行動

能力が失われるとともに、縦隊で移動することで航空攻撃に対しては重大な脆弱性がも

たらされることとなっていた。この計画では敵側が航空優勢を保持する可能性が余り考

えられていなかったのである。 
 これらの機械化旅団を装備するために、大量の戦車と砲兵装備が米国に発注された。

中戦車と軽戦車合わせて 600 両が発注されたが、特に英国との間で厳しい競合があった

上に、政治的理由から米国内で足を引っ張られることもあって、戦争開始以前にはごく

少数の戦車が到着しただけであった。 
 後知恵ではあるが、蘭印軍の参謀本部が攻勢的な機甲化された陸軍という構想を取り

上げて、ヨーロッパの経験をそのままアジアの条件に適用しようとしたのは大いに疑問

であったと思われる。日本の連隊はこれに対応する蘭印軍の連隊に比べると、火力にお

いて劣勢であったが、極めて優秀な路外機動力を備えていたのである18。マッカーサー

将軍がフィリピン陸軍を創設する際のように、防衛に重点を置いた陸軍の編成を採用す

る方がもっと理にかなうのではないかと考えられる。オランダは特に 11 月から翌年 3
月にかけての雨季には、ごく少数の地雷を埋めるだけで機械化縦隊の行動を停滞させる

ことが可能になる棚田と2車線道路からなる高い防御潜在性を持つジャワの地形を最大

限利用するやり方をとらなかった。1945 年から 1949 年にかけてのインドネシア内乱に

おいては、騒乱勢力の側が、近代化された西欧の軍隊に対してこのような地形を有利に

活用できることを完璧に証明して見せたのである。参謀本部による意思決定に影響を及

ぼした要因の一つは、一般的に日本側の戦術についての情報が欠けていたことにあると

思われるが、これは要するに情報活動の失敗であった。 
 これまでにも指摘したように、30 年代の末に蘭印軍航空隊は急速に拡張された。その

際に見られた奇妙な現象は要撃戦闘機を欠いていたことであり、そのため、蘭印軍航空

隊は爆撃機を主体とする空軍となった19。このことは、グレン・マーチンB-10 型爆撃機

が同時代のアメリカ戦闘機に匹敵する最高速力を備えていたという点で、当時のテクノ

ロジーに起因するものでもあった。蘭印軍航空隊がスラバヤ基地に配置していたカーチ

ス P-5 型戦闘機は速度において最高速度 325Km/h の B-10 型に劣ることは間違いなか

ったのである。しかしながら、航空担当幕僚はこの報告を別の意味で否定的に見ていた。

パリに駐在するオランダ武官から送られたスペイン内戦についての報告書では、優秀な

                                                      
18 H. Th. Bussemaker, op.cit., Table 8 on page 405. 
19 H. Th. Bussemaker, ibid., 388-390. 
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ロシア製戦闘機ポリカルポフ I-16（Chato）がドイツとイタリアの爆撃機によるマドリ

ッドへの侵攻を圧倒したことが記されていたが、この報告書は無視されてしまった。同

じ類の誤った情報として、中国からは蘭印軍の退役大佐が、中国の戦闘機が日本陸軍の

爆撃機に対する妨害活動を行ったが、その結果として、2 週間のうちに 60 パーセントの

損失を蒙ったと報じている20。 
 蘭印軍航空隊が興味を示さなかったもう一つのタイプの航空機は、日本が空飛ぶ大砲

として中国で運用していたような戦術支援機ないしは軽爆撃機であった。それと同時に、

急降下爆撃機は費用対効果においてグレン・マーチンに劣ると考えられていた。これが

劇的に変わったのは、1939 年秋のポーランド戦役後のことであった。ドイツの Ju-87
シュトゥーカ急降下爆撃機がその恐るべき有効性を証明し、双発の重戦闘機 Me-110 も

然りであった。アメリカのカーチス・ホーク戦闘機に対する緊急発注がなされ、後にカ

ーチス P-40 型トマホーク要撃戦闘機 100 機の発注がこれに続いた。これと併せて、ブ

リュースター・バーミューダ急降下爆撃機 162 機が発注された。これらは、すべて大抵

の戦闘機がそうであったように、期待された時期に間に合うように到着することはなか

った。1940 年末には、旧式化しつつあるグレン・マーチンの代替としてB-25 ミッチェ

ル中型爆撃機 162 機が発注された。これらの爆撃機の納入時期は 1941 年中と予定され

ていたが、これについてもやはり遅延が生じた。これは政治的理由によるものであった。

1940 年 5 月 10 日以降、英国は対独戦争の同盟者となっており、戦争の全期間を通じて

オランダ亡命政府と女王はロンドンに留まっていたにもかかわらず、東南アジアにおけ

る英国とオランダの防衛協力をより緊密なものにしようという申し出を拒絶したオラン

ダ総督に対して、アメリカ側は興ざめしていたのである。スタルケンボルフ（Tjarda van 
Starkenborgh Stachouwer）総督は、依然としてオランダの中立性を固く信じており、

英国に対して不信感を抱き続けていた。アメリカ側はこの拒絶をオランダがこれらの新

装備が日本の手に落ちるリスクを冒してまで自らの帝国を真面目に防衛しようとはして

いないサインとして受け取った。1941 年に総督が態度を改めたのは、ロンドンのオラン

ダ政府から強い圧力がかけられ、米国によってオランダ領東インドへの新兵器の供給に

関して禁輸に近い措置が取られた後のことであるが、すでに 1 年が失われていた。 
 真珠湾攻撃の時点で、オランダは爆撃機 100 機、戦闘機 108 機、偵察機 36 機、練習

機106機、輸送機19機を保有していた。海軍航空部隊は約60機の飛行艇を擁していた。

この海陸連合の航空部隊は、西側諸国が当時の東南アジアに保有していた最も強力な空

軍であったが、フィリピン所在の米陸軍航空隊はその戦力を急速に増強しつつあり、数

                                                      
20 H.J.D. Fremery 大佐（退役）の報告に関する興味深い研究については、G.W.Teitler and K.W. 
Radtke, A Dutch spy in China: reports on the first phase of the Sino-Japanese War, 1937-1939. 
Brill, Leyden 1999. を参照されたい。 
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か月のうちに増強の速さにおいてオランダ空軍を上回るものになろうとしていた。 
 
5. 中立の終わり 1940-1941 
 
 1940 年 5 月 10 日、ドイツがオランダへの侵攻を開始し、長きにわたった中立状態は

終わりを告げた。数日後にはオランダの軍事的抵抗が破綻して女王とオランダ政府は英

国への亡命を余儀なくされた。政府の所在地をバタビアに移そうという議論もあったが、

女王の拒絶を受けて亡命政府がロンドンに設置された。 
 かくして、大英帝国は対独戦争の同盟国となった。とはいえ、これまでにも示したよ

うに、オランダ領東インドの総督は中立政策の頑固な信奉者であり、協力の緊密化を求

める英国の要請をすべて棚上げし続けていた。彼は英国に対して不信感を抱いており、

彼の考え方は、対独戦争の同盟者であるからといって来るべき日本との戦争に際しても

自動的に同盟者となる訳ではないというものであった。在ロンドンのオランダ亡命内閣

のすべての者が彼に同意していた訳ではなかったが、彼は英国は極東において弱体であ

るために、大英帝国との同盟はオランダに資するより負担になる方が多いと指摘してい

た。しかしながら、彼はアメリカの立場についての判断を誤っていたのである。 
 西ヨーロッパが破滅的な状況にある時も米国は好意的中立を維持していたが、ローズ

ベルト大統領は強固な意志のもとに大英帝国を支持していた。その一方で、彼はファシ

ズムの打倒を目指す西側民主主義勢力の戦いを助けるために、人材と兵器を供給できる

のは自国しかないことを承知していた。カナダ水域の英国戦艦上で行われたウィンスト

ン・チャーチルとの首脳会談が、1941 年 8 月 15 日の大西洋憲章として実を結んだこと

は、これを示す好例である。アメリカは依然として中立を維持していたが、大西洋憲章

は将来西欧同盟を結成すべきことを明記していたのである。米国は 1940 年夏には自国

の産業動員に着手し、1941 年 3 月 11 日の武器貸与法は、紛争当事国への武器輸出を禁

じていた従来の法律による規制を実質的に解除して、英国と中国がこれを獲得できるよ

うにした。 
 フランスがドイツに敗れると、日本側ではフランス政府に対して彼らの監督下にある

中国国境の鉄道を閉鎖するように圧力をかけることが可能になった。フランスのヴィシ

ー政権は、日本側がフランスの主権を尊重する限りという条件のもとに、フランス領イ

ンドシナ北部の占領（北部仏印進駐）を受け入れた。日本はオランダ政府に対しても日

本とオランダ領東インドとの貿易拡大を図るための交渉に応じるように要請した。オラ

ンダは渋々これに応じたが、これは日本によるオランダ領東インドの部分的ないしは全

面占領を意味することになり兼ねない「フランス方式の解決策」に対する恐怖感をアメ

リカ側で煽り立てることになった。1940 年 9 月 16 日にはいわゆる小林ミッションがバ
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タビアで交渉を開始した。米国はオランダ側の代表団に対して、どのような形であれ大

量の粗製原油や航空ガソリンを日本に供給する長期的契約についてはこれを遺憾に思う、

とする情報をアメリカ領事を介して伝達した。さらに、だめ押しとしてオランダは航空

機と兵器の納入に関する多くの契約を破棄するという通告を受け取った21。しかしなが

ら、オランダに対して何らかの軍事的保証が与えられるということはなかった。オラン

ダは、日本代表団の隠された目標であった大東共栄圏構想にオランダ領東インドを巻き

込んでしまうことにもなり兼ねない、あらゆる政治的かかわりについて、巧妙に遅らせ

ることでこれを回避した。ミッションは失敗に終わり、1940 年 10 月 20 日、小林は東

京に召喚された。 
 1941 年 1 月 16 日、日本のもう一つの代表団として、吉沢ミッションがバタビアで交

渉を開始した。オランダ側の代表団はここでも時間稼ぎを試み、あたかもオランダ領東

インドが米国の戦艦艦隊の全面的保護下にあるかのように振る舞った。アメリカ側にと

っては大いに幸いであったが、この交渉は日本側にとってみれば大きな成果が得られな

いままに 1941 年 6 月 17 日に公式に終了した。オランダ側の頑固さが外交的勝利をもた

らしたが、その代価は日本の占領下でオランダ市民が支払うこととなったのである。そ

れでも、貿易交渉は米国側がオランダの立場を好意的に理解する形で終結し、1941 年 6
月以降、発注済みの米国製兵器と航空機の引き渡しが再開された。1941 年 7 月 26 日に

オランダが米英による対日石油禁輸に加わった時点で、極東におけるオランダの中立は

終わりを迎えた。 
 小林ミッションと英国の強い圧力、および 1941 年 1 月 1 日以来オーストラリアと米

国が講じてきた実効的措置は、東南アジアにおいて想定される同盟者との結びつきを強

めることへの総督の抵抗を次第に諦めさせてゆくことになった。その好例がいわゆるシ

ンガポール会議である。 
 戦争前でも、オランダ海軍と蘭印軍の側と、英海軍シナ派遣艦隊の各級指揮官、英印

軍司令部およびマレー軍司令部の将官たちといった上級将校の間で、非公式の接触が

度々持たれていた。やりとりは厳重に秘匿されており、どう見てもオランダ内閣はこの

ような接触が存在することすら感知していなかったように思われる。これに加えて、英

国の艦艇はタンジョンプリオク（訳注：ジャカルタの外港）やスラバヤ港に頻繁に入港

しており、ここでも多くの個人的接触が持たれることとなった22。しかしながら、公式

には中立が厳格に維持されていた。米国海軍およびフィリピン軍司令部との間では、そ

のような個人的ないしは非公式の接触は持たれていなかった。 
 1940 年の夏にはシンガポールに収束する海上交通路の保護範囲にかかわる作戦上の

                                                      
21 H. Th. Bussemaker, op.cit., 318. 
22 これらの非公式な接触の記録については、H. Th. Bussemaker, ibid., 228-240. を参照されたい。 
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要請に関して、シナ派遣艦隊の最高司令官がオランダ当局との公式接触を試みた。総督

の示唆によってこれらの要請は拒絶された。その結果としてもたらされたのが、先に論

じたオランダの軍備強化の取り組みに対するアメリカ側の行動であった。 
 1940 年 10 月 1 日、英国はオーストラリア、ニュージーランド、米国、およびオラン

ダに対して、シンガポールで開催される幕僚会議に参加する代表者の派遣を求める公式

招請を行った。このときの狙いは日本に対する防衛行動について幕僚レベルでの調整を

行うことであった。米国とオランダが名目的には依然として中立状態にあったために、

この会議では何ら政治的な成果というべきものは得られなかった。オランダは招請を辞

退し、アメリカ海軍はオブザーバーを派遣するにとどまった。この幕僚会議では、シナ

派遣艦隊最高司令官レイトン（Sir Geoffrey Layton）中将が議長を務め、マレー軍と英

国空軍の各級指揮官、およびオーストラリア、ニュージーランド、インド、ビルマの軍

事代表が参加した。この第 1 回シンガポール会議が開催されたのは、1940 年 10 月 22
日から 31 日にかけてのことであった。インドからオーストラリアにかけて散在する飛

行場を含めて、利用できる航空部隊をできる限り活用するという合意がなされた。オラ

ンダがその場に参加していなかったために、英国政府は次の会議にオランダを参加させ

るよう促された。ともあれ、彼らは東南アジア最強の航空部隊を保有していたのである。

オランダの戦時内閣に対して英国から圧力がかけられた上に、閣内の海軍大臣による強

い支持意見も加わって、総督は渋々ながら方針を撤回した。 
 第 2 回シンガポール会議は 1940 年 11 月 26 日から 28 日にかけて開催され、この時

はオランダ東インド軍の参謀長とオランダ海軍の参謀長が参加した他、米国アジア艦隊

の参謀長がオブザーバーとして加わった。その場でオランダとの調整が行われ、相互航

空支援と偵察に関する責任分担についての議論が行われた上で合意が成立し、また英国

とオランダの各軍および陸軍の司令部に連絡官を駐在させることで合意した。 
 1941年の2月22日から25日にかけて第3回シンガポール幕僚会議が開催されたが、

この時は米国からも大きな代表団が参加した。西側諸国が東南アジアに保有する領土の

防衛を全うする上でシンガポールが要になるとの合意が形成された。オランダは爆撃機

3 個中隊、戦闘機 1 個中隊、および潜水艦 6 隻をマレーの防衛に充てることに同意した。

オーストラリアはその見返りとして、モルッカ諸島、特にチモールとアンボンの防衛責

任を負うことに同意した。オーストラリア空軍の爆撃機 2 個中隊と 2 個歩兵大隊がこれ

らの２島に対する増援部隊として派遣されることになった。この会議の結果として、い

くつかの具体的措置が講じられた。無線通信に使用するコールサインと無線通信用暗号

についての合意が設定された。英国とオランダの海軍部隊は、シンガポール周辺海域で

アスディック （ASDIC、アクティブソーナー）の実地訓練を開始した。さらに、ボル

ネオでは、蘭英両国の指揮官がクチンで定期的に会合を持ってボルネオの防衛に関する
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調整を実施するようになった。 
 第 4 回シンガポール幕僚会議は 1941 年 4 月 21 日から 27 日にかけて開催されたが、

このときは、アメリカの将官級将校が大々的に参加していた。英国と米国の海軍部隊指

揮官の間の指揮関係を規定するという難しい問題が、米国アジア艦隊の艦艇と航空機が

シンガポールに向かう際は英国シナ派遣艦隊司令官の戦略的指導の下で作戦を実施する

ことに同意するという形で解決を見た。4 月 27 日の第 5 回シンガポール幕僚会議は、実

質的には第 3 回会議の延長であり、米国からの参加者は終始オブザーバーとして振舞っ

た。この最後の幕僚会議では、英国とオランダの海空部隊間の協力について細部にわた

る作業がさらに踏み込んで実施された。 
 最後の2回の会議で三つの関係勢力の海軍戦略にかなりの相違があることが明らかに

なった。英国と英連邦諸国は戦争が実際に戦われている戦域への増援兵力の流れを確保

するために太平洋とインド洋における船団の防護を重視していた。オランダの海軍戦略

は全ての関係国の海軍艦艇からなる連合打撃部隊を編成するというものであり、この部

隊は日本の水陸両用作戦が発動された際にこれに攻撃を加えるように考慮されていた。

英国の意見は戦艦群を持たない限りこの戦略はあまりにもリスクが大きいというもので

あった。アメリカはそのような作戦で自国の小規模なアジア艦隊をリスクに曝すことを

望んでおらず、その過程でマニラ周辺に散在する小規模な陸軍の守備隊を見捨てること

になるとしても、彼らの艦艇をオーストラリアまで後退させることを計画していた。こ

れはレインボー作戦に沿ったものであった。事実、米国の統合参謀本部は 1941 年 7 月

3 日に第 4 回幕僚会議の提言を拒否することとなるのである23。 
 1941 年の夏になると、英海軍のレイトン中将はシンガポールに駐在するオランダと米

国の連絡士官を集めて国際幕僚部を立ち上げた。会議の中で出された提言に基づいて、

この幕僚部は「Plenaps」ドキュメント（対日戦争勃発時における関係各国の海上およ

び航空部隊の運用計画）を完成させた。この文書（Plenaps）の最初の原案が 1941 年 7
月 16日に各国の司令部あてに送付され、第 2版は 1941年 10月 10日に、最終版は 1941
年 11 月 12 日にそれぞれ送付された。これらのPlenaps 文書は真珠湾攻撃後の数ヶ月間

にわたって、対日戦争の遂行にかかわる戦略的指針の手がかりを与えるとともに、第二

次世界大戦における多国籍同盟軍の最初の指揮組織である ABDA 総司令部の出生証明

書ともなった。 
 5 回にわたるこれらの幕僚会議の重要性は決して軽く見ることはできないものである。

これは、自らが課した中立のくびきからオランダを解放し、その結果として日本の要求

と行動に対して断固たる姿勢をとらせた。これは心理的にも大きな影響を及ぼすことと

                                                      
23 H. Th. Bussemaker, op.cit., 252. 
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なった。討議内容は秘密にされていたが、オランダの新聞に対しては、オランダと現地

の民衆に対して彼らは孤立している訳ではなく、ことあらば直ちに介入できる強力な同

盟者がいるという印象を与えるに足る程度の情報がリークされていた。この幕僚会議は

オランダの中立を実効的に終わらせることとなった。真珠湾攻撃の直後に、オランダ政

府は日本に対して公式に宣戦を布告した最初の国となった。これは戦間期の多年にわた

る慎重な姿勢からの決別を告げる叫びでもあった。 
 さらに重要なのは、必ずしもそのように意識された訳ではないが、日本の攻勢計画に

及ぼした効果である。日本側はこの会議についての情報を入手できなかったために、最

悪の状態として、大英帝国と米国およびオランダの秘密同盟が結成されたと想定したの

である。1941 年 7 月に、これらの三カ国すべてが歩調を合わせて石油禁輸措置を実施

したことがこのような印象をさらに強めることとなった。オランダ領東インドの占領に

先立ってマレーとフィリピンに侵攻するという日本の決断はその結果であった24。連合

国の計画立案者が抱いていた最悪の恐怖は、これによって軽減されることとなった。彼

らは―とりわけ吉沢ミッションが失敗に終わった 1941 年 6 月には―日本がオラン

ダ一国に対して宣戦を布告するのではないかと心配していた。その時点では秘密協定が

存在していなかったために、英国と米国は成行きに任せざるを得なくなり、その後で日

本はボルネオとスマトラを足場として易々とシンガポールを奪取できるという訳である。

日本は東南アジアにおいて優れた情報能力を持っていたが、このような戦略レベルのイ

ンテリジェンスにおける失敗は、結果として、真珠湾攻撃後に彼らが実行に移した戦争

計画へとつながってゆくのである。オランダの冷淡さに対して強い嫌悪感を抱いていた

もう一つの政府はオーストラリア政府であった。オーストラリア人の目から見ると、オ

ランダ領東インドは彼らの大陸の北方で日本との間に立ちはだかる天然の防壁であった。

したがって、国益は「マレーの防壁」による強力な防衛態勢を維持するためにオランダ

との協力を目指すことにあった。しかし、中立政策に執着するあまり、オランダは彼ら

との間で緊密な協力を行うことを拒絶した。オーストラリアのゴウリー（Lord Gowrie）
総督がロンドンに向かう途上で、1938 年 4 月 6 日から 7 日にかけてバタビアを訪問し

た際に、オランダ総督は華麗な儀礼をもってこれを迎えたものの、この訪問によっても

防衛問題について緊密な接触がなされることにはならなかったのである。 
 1940 年 5 月にオランダがドイツに占領されたことで、このような状況は大きく変化

した。米国政府が政治的な理由からオランダ領東インドの軍備強化の求めに応じなかっ

たため、オランダはオーストラリアへの歩み寄りを見せることとなった。1940 年 10 月

には、オーストラリアの兵器産業を訪問するために、軍事代表団が秘密裏に派遣された。

                                                      
24 併せて、A. Marder, “Old Friends, New Enemies: The Royal Navy and the Imperial Japanese 
Navy,” Volume Ⅰ: Strategic Illusions 1936-1941,” 328. を参照されたい。 
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オーストラリア当局は極めて協力的であり、武器弾薬に対する発注が多数なされた。

1941 年 2 月 11 日から 12 日にかけて、オーストラリアの軍事代表団と蘭印軍の将校と

の会議がバタビアで開催された。論点の一つとなったのは、両国政府に共通する懸念と

なっていたポルトガル領チモールに対する日本の経済的、軍事的浸透であった。シンガ

ポール幕僚会議の席で、チモールとモルッカ諸島の防衛に対するオーストラリアの関与

計画がすでに取り上げたれていた。オーストラリアのメンジーズ（Robert Menzies）首

相は、オーストラリアによる取組に対する強力な支持者となっていた。オランダの同盟

国と想定される諸国の中でも、オーストラリアは最も積極的な存在であり、ドイツによ

るオランダ本国占領に続く困難な時代にオランダを支援する上で最も頼りになる存在で

あった。そこで、オーストラリアは 1942 年 3 月 8 日にオランダが日本に降伏した後は、

ごく自然に、打ちのめされた植民地軍とオランダ領東インド政府の亡命先となった。 
 
6. 日本とオランダの情報活動 
 
 オランダ領東インドにおける日本の情報活動は効率的に組織されていた。どこでも同

じであるが、ヒューミントはバタビアの日本総領事館とオランダ領東インドの主要港湾

所在地に置かれた日本領事館の指示に基づいて実施されていた。領事館は植民地内の民

族主義者諸党派による反植民地運動を助長する目的でも利用されていた。バタビア駐在

の斎藤音次総領事はこの面では悪名高い人物であった25。彼はマレー語の新聞社まで所

有していたのである。陸軍の情報参謀はこれとは別に、オランダ領東インドで活動して

いた日本の商社と連携して緊密な共同作業を行う組織を持っていた。 
 大衆向けの読み物だけでなく、戦前のオランダ領東インド政府から出された公式の配

布物までもが、日本人の商店主、写真師、理髪師、歯医者といった者たちが至る所に居

ることを指摘して、彼らが皆スパイであると決めつけていた。彼らの多くがスパイであ

ったことは間違いないと思われるが、彼らの数は神話のレベルにまで誇張されていた。

とはいえ、とりわけ戦術的な諜報活動においては、ジャワにおける日本の情報活動の網

の目は優れたものとなっていた。これは軍事施設や部隊配置と言ったことに限定される

ものではなく、植民地軍の士気と言ったことにまで及んでいた。オランダ人指揮官が自

らの部隊にかかわるそのような重要情報に目を塞いでいた一方で、日本側は蘭印軍内の

現地人兵士の士気の低さにも完全に気づいていた。 
 一例として、1936 年にオランダ海軍のスラバヤ基地に到着した日本帝国海軍の高木直

治郎大尉の例を挙げておきたい。バタビアの日本総領事館の資金援助を受けて、彼は芋

                                                      
25 Louis Allen, “Japanese Intelligence Systems,” Journal of Contemporary History, Vol. 22 
(1987), 551. 
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を扱う商店を開き、その店を利用して様々な武器を輸入してはジャワ人民族主義者に引

き渡していたのである。それと同時に、彼は上司に宛てて外交暗号を使用してオランダ

艦隊の動静を定期的に報告していた26。 
 日本帝国海軍は両大戦間に南方水域で活発に活動しており、雇いあげた漁船に強力な

無線機を装備して、インドネシアの列島線に散在するあらゆる避難場所や隙間を調べあ

げていた。オランダの短波方位測定装置（HF/DF）がこれらの放送通信を傍受していた

が、暗号を解読することはできなかった。海軍航空隊の飛行艇も日本船舶の動静を監視

していた。1940 年 6 月 6 日、あまりにも熱狂的であった一人のパイロットがガスパル

海峡（Gaspar Straits）で日本漁船第 5 大福丸に低空で機銃掃射を加えたために、外交

騒動になったほどである。1941年 5月 6日にオランダ駆逐艦バンカート（BANCKERT）
によってセラム（Ceram）近海で諏訪丸に対して行われたように、一部の船舶がオラン

ダ海軍によって公海上で停船を命じられることもあった。日本海軍の戦闘艦艇が東イン

ドを訪問した際には多くの情報活動が実施された。特に注目されるのは、1937 年の 2
月から 5 月にかけてニューギニアとモルッカの調査を実施した機雷敷設艦「沖ノ島」の

訪問と、1937 年 5 月の日本海軍給油艦「速鞆」のタラカン（Tarakan）訪問である27。 
 これまでに見てきたように、20 世紀初頭のオランダ海軍幕僚部は、海軍に関するイン

テリジェンスを収集し、これを分析するにはあまりにも小規模でとるにたらないものだ

った。海軍の駐在武官はロンドンとベルリンの 2 人だけであり、東京には派遣されてい

なかった。1922 年以降、海軍の駐在武官は全くいなくなった。1936 年になってロンド

ンとワシントンに駐在する海軍武官が任命されたが、この時も東京には駐在者は任命さ

れなかった。それと同時に、1936 年にはバタビアにおいてヌブー（J.W.F. Nuboer）少

佐の指揮のもとに海軍としてのインテリジェンス部門が設置され、シギントを専門に行

った。この部隊は日本の海軍暗号「44 号」を解読できるようになったが、日本帝国海軍

が 1938 年に JN-25 暗号に切り替えると再び困難に直面することになった。とはいうも

のの、この暗号も 1941 年には部分的に解読できるようになった28。 
 オランダ海軍による情報活動の成果を見直してゆくと、1936 年にフルストナー中将が

海軍参謀長の職に就く前の海軍参謀部では、この問題に極めて低い優先度しか与えてい

なかったという結論に達せざるを得ない。これに明白な説明づけを与えてきたのは財源

の不足ということであったが、オランダのような弱小国にとって信頼するに足る情報は、

本来死活問題だったはずである。フルストナーはこの問題を認識したが、極東において

                                                      
26 Louis Allen, op.cit., 552. 
27 H. Th. Bussemaker, ibid., 417-418. 
28 J.F.W. Nuboer, “A History of Afdeling I (Intelligence), Naval Staff, Batavia, the NEI,” in: The 
Cryptogram, the Official Journal of the American Cryptogram Association. XL VII, no 2, 
march-april 1981, 1-8. 
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この問題を是正するには時間と資源がともに不足していた。 
 アメリカ人と緊密に連携して活動していた英国の情報機関から多少の援助が提供され

た。ブレッチレー・パーク（Bletchley Park）にあった政府暗号学校（GCCS: Government 
Code and Cipher School）が日本の外交暗号（PURPLE）を破り、日本の外務省とバタ

ビアの吉沢ミッションとの間でやりとりされた電報を解読して、在バタビアの英国総領

事館経由でオランダ側代表団に渡された。このような協力は 1941 年 3 月から 6 月にか

けて行われたが、これは日本側が圧力をかけた際にオランダ側の肝が据わっていた理由

を、少なくとも部分的には説明しているように思われる29。 
 蘭印軍の陸軍は将来彼らの敵となる相手について、ごく大雑把なイメージしか持って

いなかった。ロシア軍の雑誌に掲載された、日本を敵として取り上げた記事が多数翻訳

された上で配布された30。 蘭印軍内で配布される時には、これらの記事はすでに 4，5
年古くなっていた。蘭印軍の退役将校ファビウス（J. Fabius）は、中国と日本を旅行し

た際に発見した事項について講義を行った。彼は中国との戦争における日本陸軍の姿を

規律に欠ける非効率なものとして描き出した。もう少しましな報告が予備役将校デ・フ

レメリ（Henry J.D. de Fremery）によってもたらされたが、彼は 1938 年から 39 年に

かけて中国に滞在している間に日本の部隊に関する詳細な報告書を 21 通送付した。こ

れらの報告書はハーグの植民地省に送付され、そこから蘭印軍幕僚部あてに写しが送付

された。デ・フレメリの報告書はどちらかといえば正確な部類に属するものであったが、

これらの報告に基づいて特筆するようなことが行われなかったことも確かである。 
 蘭印軍航空隊にとって最も不愉快な驚きとなったのは日本海軍の零式戦闘機の性能で

あった。この戦闘機は 1940 年の夏に中国上空で作戦行動を開始したばかりであった。

アメリカとイギリスの監視要員が、中国パイロットに撃墜された零式戦闘機のデータを

収集し、中国パイロットに対するインタビューを行った。このニュースはワシントン駐

在のオランダ海軍武官にも届けられ、1941 年 7 月 11 日付の電報でバタビアのオランダ

海軍幕僚部に伝達された31。蘭印軍航空隊の連絡将校としてシンガポールに駐在してい

たゾーメル（J.J. Zomer）中佐は、1941 年 11 月の中旬に、零式戦闘機に関する不完全

ながら重要な情報を蘭印軍総司令部に直接送付した。 
 オランダ側の防諜組織は 1913 年に蘭印軍総司令部によって設立され、その後逐次拡

大されていった。この部隊は 1916 年に政治情報部（PID: Politieke Inlichtingendienst）
と改称された。1920 年代の初めにこの政治情報部はオランダ領東インド司法長官の隷下

に移管されて、良かれ悪しかれ正規の警察機構の一翼を担うこととなった。本来任務と

                                                      
29 H. Th. Bussemaker, op.cit., 153. 
30 H. Th. Bussemaker, ibid., 419-420. 
31 H. Th. Bussemaker, ibid., 422. 
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されたのは共産主義者の動向を常に監視することであった。この組織はこの点について

は成果を上げており、1930 年以降は日本による占領が行われるまで、共産主義者は身を

潜めざるを得なくなっていた。30 年代を通じて、政治情報部は民族主義者の活動につい

ても追跡を続け、多くの武装運動家を地下に潜行させた。 
 政治情報部とは別の組織として日本局（Office of Japanese Affairs）が設けられたの

は 1922 年のことであった。この組織の任務はオランダ領東インドと日本で活動してい

る日本の新聞社についての報告を行うことであった。1932 年になるとこの任務が中国局

（Office of Chinese Affairs）に移管され、1939 年にはすべての関連組織が東アジア局

（DOA: Dienst Oost-Aziatische Zaken）として再統合されるに至った。この局は有能

なローフィンク（A.H.J. Lovink）の指導下で、オランダ領東インドにおける日本の諜報

活動を追跡監視する効率的な機構に発展していった。政治情報部と東アジア局の両組織

は、マレーに置かれていた英国の防諜機関と頻繁な接触を持っていた32。小林ミッショ

ンに加わっていた日本海軍士官の所持品検査を通じて、東アジア局は西部ジャワへの日

本の侵攻計画を入手した。この計画では上陸地として 1942 年に日本部隊が実際に上陸

した海岸が示されていた。もう一人の海軍士官三代辰吉中佐はジャワへの不法潜入を企

てたものの逮捕されて追放処分となり、外交問題となった。東アジア局は英国側から彼

の旅行についてすでに通報を受けていたのであり、この事件は 1940 年の末には両国の

対諜報組織がすでに緊密に協力するようになっていたことを証明するものであった33。 
 要するに、極東に所在するオランダの陸海軍はともに先見性が不足していたために、

将来敵になることが考えられる相手についての正確な情報を欠いていた。しかしながら、

民族主義者と共産主義者に対する域内の情報活動は、日本のスパイに対する活動ととも

に良く組織されており、きわめて効率的であった。 
 
7. 結  論 
 
 政治的観点からすれば、オランダにとっての死活的な国益は極東における自らの帝国

を維持し続けることであった。しかしながら、戦前のオランダ政府はこのような帝国防

衛に要するコストの大きさに拒否反応を示した。このようなディレンマを政治的に解決

する手法が厳正中立という呪文であり、ワシントン会議に際して英国によってある種の

保証がなされたとオランダが信じ込んでしまったために、充分な戦力の裏付けを持たぬ

ままで中立政策をとることになった。このような非公式の保証は 1927 年のオランダ領

東インドにおけるオランダの防衛基盤にも反映されていた。その前提認識に対しては

                                                      
32 R. Cribb, The late colonial state in Indonesia, Leyden, 1994, 242. 
33 H. Th. Bussemaker, op.cit., 421. 
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1937 年に至ってコライン首相によって検討が加えられ、不十分であると判断された。し

たがって、戦間期におけるオランダのオランダ領東インドにかかわる対外政策と防衛政

策は、砂上の楼閣であったと結論付けざるを得ない。 
 しかしながら、英国と米国の認識と異なり、オランダは乏しい防衛資源しか持たなか

ったにもかかわらず、列島を奪取しようとする日本のあらゆる試みに対して戦う備えを

していた。インドシナで見られたような「フランス方式の解決策」は、ロンドンの亡命

政府とオランダ領東インド政府、および国民世論のいずれによっても排除された。しか

しながら、極東における対英協力の問題については、ロンドンの政府とバタビアの総督

の間で、重大な意見の相違が存在していた。1940 年の 5 月から 12 月が重要な時期であ

ったが、その間総督がとった政策方針はオランダ領東インドを防衛するために米国製兵

器を入手しなければならないという緊急度の高い要求と相反するものであった。米国の

対外政策では、米国の憲法上の制約のために英蘭両国植民地の領土保全について米国が

保証を与えることが不可能であったために、日本による南方への勢力拡大に直面した英

国とオランダが緊密に協力することが望まれていた。そこで、オランダが米国製兵器に

依存せざるを得ないことを利用して、米国は外交により、極東において英国に対して協

力的な態度をとるように総督に対して逐次圧力をかけた。ロンドンのオランダ亡命政府

が示していた強い親英的姿勢は、1941 年の初頭には、総督の側においてさえ、それまで

の伝統となっていた冷淡な姿勢を放棄させることとなった。とはいえ、その時点では再

武装に使えるはずの１年近い時間がすでに失われていたのである。 
 政治的リーダーシップについて言えば、オランダの政治指導者たちは戦間期の試練に

失敗した。戦間期に 5 度にわたって首相を務めたコラインは、強烈な個性を備えた人物

であった。彼は財政面では保守主義者であり、高位の人物としてはオランダ領東インド

の防衛が不充分であることを認識していた唯一の人物であったが、その彼も数次にわた

る内閣でオランダ領東インドの経済状況と政治的将来という二つの問題を解決すること

ができなかった。彼はオランダの歴史研究では偉大な人物として評価されていない。

1939 年に彼の後を継いだ地方有力者のデ・へール（De Geer）は腰の引けた人物であり、

ドイツによるオランダ占領に際して敗北主義的な姿勢を示したために、1940 年に女王に

よって解任された。 
 1935 年以来オランダ領東インド総督の職にあった地方地主のスタルケンボルフは強

い個性を持つ人物であり、民族主義者に対して強い嫌悪感を持っている人物であったの

で、オランダ人居留民の人気者であった。しかしながら、オランダ植民地総督として彼

が民族主義者たちに対して、堅苦しい規則づくめの姿勢をとったため、インドネシア人

が自らの国土防衛に参加するあらゆる機会が失われた。オランダ本国の失陥後は彼がオ

ランダの対外政策を実質的に支配して、10 か月近くにわたって英国に対しても中立を維
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持し続けたために、植民地の軍備強化に対する英米の支援を失った。したがって、彼の

政策が自滅的なものであったというのは間違いのないところである。 
 極東におけるオランダ外交は相反する死活的国益に直面し続けた。オランダ人にとっ

ては、彼らの植民地とかなりの数になるオランダ人居住者を保全することが死活的な意

味を持っていた。事実、東南アジアでは最大規模の 320,000 に達する白人居住者が集ま

っていたのである。彼らは自らの帝国の防衛を全うする上で、軍事的にはあまりにも弱

体であったために、特に真珠湾攻撃に先立つ 6 か月間においては、英国および米国と手

を組んで対日同盟を形成してゆくことが彼らの政治的目標となっていた。そのような対

日同盟を形成することにより、日本との戦争は回避できるかもしれない、と彼らは考え

たのである。 
 オランダはこの目標を達成することができなかった。一つには、太平洋地域における

英米の相反する利害を調整できなかったためであり、また一つには、あまりにも長期間

にわたって冷淡な政策をとり続けたことで、一貫性を保ちつつ対外政策の転換を図るこ

とができなかったためである。 
 何故に 30 年代のオランダ海軍が極度に弱体化していたかということについては、こ

れまでの各項でも述べてきた。政治的な地域主義が存在したことと、専門的な海軍幕僚

部が欠落していたことの結果として、哀れなほど小規模な海軍でヨーロッパ全土に匹敵

する島嶼帝国を防衛することになってしまった。大恐慌は士気に対して重大な影響を及

ぼし、その結果として、デ・ゼーヴェン・プロビンシェンの叛乱が起きた。それでも、

フルストナー提督は 1936 年以降、限定的ながら艦隊の再建に着手し、士気の高揚を図

ることもできた。オランダ海軍はあらゆる逆境に耐えて日本に対して善戦し、その過程

でほぼ全艦艇を喪失することとなった。 
 戦間期のオランダ植民地陸軍は優秀な幕僚組織を保持していたが、その財政基盤が植

民地に直接依存することとなっていたために、オランダ領東インドの開放経済が極度に

弱体化した大恐慌の影響を受けてしまった。とはいえ、1930 年代後半における日本の軍

拡傾向は年間予算の増額につながり、新型兵器の購入にも充分な資金が充てられるよう

になっていった。海軍との駆け引きで爆撃機部隊の編成・運用をめぐる争いで海軍に勝

ったことにより、航空部隊が迅速に拡大されることになった。しかしながら、植民地陸

軍の基本的な弱点は現地人を自国の防衛から排除したことにあった。植民地当局は外の

世界に対しては現地住民が植民地支配者に対して従順であるという姿勢を示した。一方

で、徴兵制や英領インドのような志願兵制ないしは強制徴募制を導入して現地住民を自

国防衛に参加させることを拒み続けた。オランダがこの世界で五番目の膨大な人口を擁

する島嶼帝国を防衛するに足る兵力規模を備えた軍隊を立ち上げるには、これ以外の方

法はなかった。30 年代末に民族主義者が地下に追いやられると、現地人志願兵も次第に
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オランダ人の主人に対する忠誠心を失い、日本との短い戦闘の間に大量の脱走兵を出す

ほどに士気の低下を来すこととなった。そのため、植民地陸軍は断固たる敵の面前で崩

壊してしまったのである。 
 厳正な中立が維持されていたにもかかわらず、陸軍と海軍はインドとマレーの英陸軍、

およびシンガポールの英海軍との間で、極秘裏にハイレベルの接触を持っていた。それ

ぞれの情報機関もまた、緊密な連携を維持しつつ活動を行っていた。このような接触の

存在は、英蘭両国の歴史上最もよく守られた秘密の事例である34。 
 1941 年初頭のシンガポール幕僚会議は、後にABDA 諸国と呼ばれるようになる、ア

メリカ、英国、オランダ領東インド、およびオーストラリア各国の防衛関係組織の間で、

ハイレベルの接触が拡大されてゆく動きを促進した。事実、ABDA 総司令部は第二次大

戦時に組織された連合国総司令部の最初のものとなった。これらの幕僚会議はオランダ

側の士気向上をかなりの程度に助長することとなり、その結果として、より挑戦的な対

日姿勢が取られるようになり、また、オランダをして 1941 年 7 月の米英による石油禁

輸措置への参加に踏み切らせ、長きにわたった中立に終止符を打たせることとなった。 
 オランダは 400 年の長きにわたるその対日関係の中で、日本に対する脅威となること

は一度もなかった。次第に三流勢力になってはいったが、オランダ領東インド諸島が持

つ膨大な資源は日本にとっても魅力的なパートナーとなりうるものであった。1940 年の

オランダ本国失陥後、日本側はこの島嶼帝国を彼らの大東亜共栄圏に取り込もうとした

が成功せず、軍事的征服の目標とすることになった。これまでに明らかにしてきたいく

つかの理由から、オランダは自らの手だてでこの帝国を守り切ることができなかった。

厳正な中立を維持して孤立政策をとるという政治的解決策をとったことにより、結果的

には無為のままに植民地を放置することとなった。したがって、自らの領土の保全を図

るためにオランダが戦争前にとった戦略が失敗であったことは確かである。 
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